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研究成果の概要（和文）：本研究では，すべての子どもが, 自己が居住するインクルーシブなコミュニティで,
子どもたちがそれぞれ希望する学習機会を得るための方法を明らかにすることを目的とした。地域での子どもた
ちの支援方法を確認するために，日本と米国における調査を実施したが，国内では，地域の各事業所において，
軸となる支援方法が存在し，スタッフの支援観もそれぞれ異なる様子がみてとれた。米国調査では，
Community-based participatory research(CBPR)に基づく支援がなされており，グレーゾーンや特別な教育的ニ
ーズの捉え方が，日本の教育関係者や発達支援事業所の関係者とは異なることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：In this study, we aimed to clarify the way all children have their own 
desired learning opportunities in the inclusive community where they live. We conducted surveys in 
Japan and the United States in order to confirm the way to support children in the Gray Area in the 
region. In Japan, the staff's views on support were different according to facilities. In the US 
survey, support based on Community-based participatory research (CBPR) is provided．It was suggested
 that the staff's view of support in facilities differs in Japan and the United States. 

研究分野： 子ども環境学
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
地域での放課後等デイサービス事業所が急増しているが，支援方法については，それぞれの事業所に委ねられて
いるのが現状である。「グレーゾーンの子ども」もしくは「気になる子ども」とは，子どもたちの学習面，行動
面，情緒面において，保護者，支援者，教員等が意識する面がある子どもであるともいえる。子どもたちの捉え
方は，保護者，支援者，教員の経験や支援観によって異なり，子どもたちの生活や進路に与える影響も大きい。
今後の子どもたちの支援について改めて考える上で，本研究は社会的な意義があるといえる。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９，ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
インクルーシブ教育システム構築のためには，「学校外の人材の活用と関係機関との連携協

力」が重要であることが示され，地域における発達支援事業も急速に進みつつある。厚生労働
省（2015）の「放課後等デイサービスガイドライン」においては，放課後等デイサービスの基
本的役割として，「子どもの最善の利益の保障」「共生社会の実現に向けた後方支援」「保護者支
援」を，また，基本活動として「自立支援と日常生活の充実のための活動」「創作活動」「地域
交流の機会の提供」「余暇の提供」をあげており，文部科学省(2015) においても，学校等とこ
れらの放課後等デイサービス事業所，放課後子ども教室との連携が必要であることを示してい
るが，具体的な支援については，それぞれの事業所の裁量に委ねられているのが現状である。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は, すべての子どもが, 自己が居住するインクルーシブなコミュニティで,子ど

もたちがそれぞれ希望する学習機会を得るための方法を明らかにすることにある。 
 
３．研究の方法 
（１）文献調査 

学校外教育施設（放課後等児童健全育成事業, 児童発達支援, 放課後等デイサービス）
等の活動・学習内容について, 整理・分析を行った内容より, グレーゾーンの子どもた
ちのインフォーマル教育の場での学習や支援について, 研究成果をまとめる。 

（２）国内事業所・施設調査 
学校外教育施設（放課後等児童健全育成事業, 児童発達支援, 放課後等デイサービス）
等の活動・学習内容について,支援者への聞き取りや，子どもたちにフォーカスを当てた
観察を行う。子どもたちの支援について考察を行う。 

（３）米国事業所・施設調査 
米国の, 発達障害のある子どもやその可能性のある子ども, 虐待や貧困に係る課題を有
する子どもに係る支援機関・研究機関に赴き，支援プログラムに関する調査を行う。 

（４）報告書の執筆及び研究発表 
日本国内及び米国での支援機関について, 調査研究成果を報告書にまとめる。 一般公開
のシンポジウムを開催し, 広く市民に公開する。調査研究内容は, 大学での講義，教員
免許更新講習，その他研修会や講演の際に本研究で得られた知見を活用する。各種学会
でも発表し，論文を投稿する。 

 
４．研究成果 
（１）文献調査 
   地域における発達支援事業が急速に増加している。厚生労働省（2017）によると「放課

後等デイサービス」の総費用額（1,446 億円）は，障害児支援全体の 64.9%を占めてお
り，中央教育審議会（2012）がインクルーシブ教育システムを示した当時の 2012 年で
は，事業所数は 2,540 箇所であったのが，2016 年には，事業所数は 8,352 箇所となり，
大幅に増加している。特定非営利活動法人の形態をとっている事業所も多いが，活動分
野は，「保健，医療又は福祉の増進を図る活動」「社会教育の推進を図る活動」「まちづく
りの推進を図る活動」「学術，文化，芸術又はスポーツの振興を図る活動」「子どもの健
全育成を図る活動」「職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動」など様々であ
る。一方，児童発達支援, 放課後等デイサービスの職員の専門性に係る研究論文や研究
の蓄積は，あまり多いとはいえない。 

（２）国内事業所・施設調査 
   複数の放課後等デイサービスや児童発達支援に赴き，支援に関する調査を実施した。事

業所においては，音楽療法，応用行動分析，感覚統合など支援方法が存在しており，各
事業所におけるスタッフの支援観にもつながっていることが示唆された。グレーゾーン
の子どもの保護者に対するインタビューも行い，保護者自身のグレーゾーンの認識が子
どもの成長に伴って，変化していく様子が確認できた。学校との連携という面において
は，学校管理職の異動や学校教員の意向によって，連携の状況が年度によって変動する
ことも明らかとなった。 

（３）米国事業所・施設調査 
   2016 年度は，研究代表者，研究分担者 1 名で第 1 回目の米国調査を実施した。カリフ

ォルニア州のリージョナルセンターにおけるプログラムの調査及びスタッフへの聞き取 
り，同州に在住する障害のある子どもの保護者への地域支援に関するインタビュー調査，
カリフォルニア大学ロサンゼルス校（以下 , UCLA）での  Community-based 
participatory research(CBPR)に基づく発達障害支援プログラムの調査などであった。
米国の発達障害支援プログラムにおいては，当事者や家族も参画した上で，医学系基礎
研究者，教育関係者，福祉関係者，カウンセラーが関与し，課題解決に向けて，討議を
重ねている様子や支援プログラムにおける効果測定が明確になされている様子が確認で
きた。特に，基礎研究の知見を実際の自閉症支援に活用している様子は，日本における
自閉症支援への示唆を得るものであった。特に，基礎研究と実践を架橋するプログラム



が構築されていることが明らかとなった。調査では，UCLA での発達支援プログラムの
参与観察，保護者からの情報提供，リージョナルセンターでの地域支援や権利擁護，活
動支援の情報提供を受けたが，コミュニティ・ベースド・プラクティスが基盤となって
いることである。「コミュニティ・ベース」とは，「地域社会に基盤を置く」ことを含意
しており，先進的な大学の発達支援プログラムにおいても，学校教育においても，リー
ジョナルセンターでの Person-Centered Planning においても，「地域社会でどのよう
に本人が生活していくか」に着眼していることが示唆された。カリフォルニア州の異な
る地域での調査も行ったが，共通して言及されるのが，「リージョナルセンター」と「権
利擁護」であった。「リージョナルセンター」が ハブとなって，それぞれの立場をつな
ぐ役割を担っていると推察された。2017 年は，教育社会学を専門とする研究分担者 1
名， 研究協力者 2 名の 3 名で米国ハワイ州（Kapahulu 地区，Manoa 地区）でのイン
タビュー調査及び，大学，小学校，高等学校，民間施設での観察及びインタビュー調査
を実施した。今後の課題として，特別ニーズ教育の対象とする児童生徒の社会経済的背
景について調査を行う必要性も考察された。 

（４）報告書の執筆及び研究発表 
   2018 年度は，課題解決の方策の一つとして，「多様な子どもたちを包摂するスクールソ

ーシャルワークのあり方」をテーマにした研修会の実施，動画記録の制作（鳴門教育大
学男女共同参画助成による）を行った。動画記録として，広く一般の方にも視聴いただ
くために，本研究成果の一部として，DVD の作成を行った。研修会参加者からは，ス
クールソーシャルワークという用語の概念に関する質問が多く寄せられ，スクールソー
シャルワークについては，本研究の目的である「すべての子どもが, 自己が居住するイ
ンクルーシブなコミュニティで,子どもたちがそれぞれ希望する学習機会を得るための
方法」の一つの概念として，重要な手がかりであることが示唆された。 

「グレーゾーン」や「気になる子ども」については，学習面，行動面，情緒面で 保護者，
支援者，教員等が意識によって変動する。一例であるが，日常生活に厳格な教員とアッ
トホームな雰囲気を重視する教員とでは，子どもに対する「気になる」様子が異なって
くる。人それぞれがパースペクティブを持っており，教育や支援の対象となる子どもに
ついて，「気になる」「気にならない」を判定する。出生時より明らかに何らかの疾患や
障害がある「気になる子ども」も学校園に在籍するが，ある意味で，「気になる」子ど
もは，環境要因によって創り出されるものであると考察された。 
2018 年度末には，事業所関係者，保護者，研究者が参画したラウンドテーブルを実施
した。インクルーシブ教育と今後の学校・家庭・事業所及び地域との連携のあり方につ
いて，関連づけて検討していくことが不可欠であろう。地域における気になる子どもの
支援を行っている事業所関係者，保護者，研究者がそれぞれの立場で支援について論考
を加え，子どもたちの支援について，議論した内容も収録した報告書を発行したが，都
市部の教育委員会関係者から報告書参照を希望する意見も伺っている。 
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